
スケトウダラの資源管理について 
 （１）沖合底びき網漁業  Ｐ１ 
 （２）沿岸漁業         Ｐ２、３ 
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日本海スケトウダラに係る沖合底びき網漁業のＴＡＣ管理 

新潟県機船底曳網 
漁業協会 

大臣管理量（水政審） 

全国底曳網漁業連合会 
日本海スケトウダラＴＡＣ協定委員会＊１ 

小樽機船
漁業協同
組合 

＊１ ＴＡＣ法13条に基づく「日本海海域におけるすけとうだら資源の保存及び管理に 
    関する協定」の円滑な運営を図るための委員会 

山形県機船底曳網 
漁業協議会 

秋田県沖合底曳網 
漁業協議会 

青森県日本海機船 
底曳網漁業者会 

北海道機船漁業 
協同組合連合会 

＊２ ＊３ 

稚内機船
漁業協同
組合 

＊２ 過去の漁獲実績を踏まえ道県別に当初配分 

＊３ 漁期中の漁獲状況に合せて調整・再配分 
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北海道沿岸における日本海すけとうだら漁業 

檜山地区 

後志地区 

〇刺網漁業 
〇はえ縄漁業 

〇はえ縄漁業 

〇資源管理指針に基づく取組 
・強度資源管理タイプにより操業日数の１５％削減 
〇自主的取組 
・禁漁区設定（産卵親魚保護） 
・体長３６ｃｍ以下が漁獲された場合は漁場移動 
・卵巣の成熟（水子）５％なった場合、操業終了 
〇操業体制の取組 
・プール制により、各漁業者の収入の安定化を図る。 

沿岸の資源管理の取組 

すけとうだら漁業の主な操業パターン 
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

すけとうだら漁業 

いか釣り 

えび篭（檜山２～５月、後志３～１０月） 

うに・なまこ（共同漁業権） 

さけ定置網 沿岸刺網漁業（共同漁業権） 

Ｈ２５年許可：６７隻 

Ｈ２５年許可：５０隻 
日本海の沿岸のスケトウダラTACと採捕数量の推移 （単位：トン） 

  H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

TAC（沿岸配分） 23,000 20,000 16,000 12,000 8,000 7,000 7,000 5,900 5,900 5,900 

日本海沿岸採捕数量 11,343 9,047 7,105 7,983 6,869 5,927 6,913 3,795 5,102 3,217 

  檜山・後志の採捕量 11,047 8,926 6,908 7,789 6,540 5,395 5,830 3,440 4,785 3,006 
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今後の国の方向性 道の意見 

〇ＡＢＣとＴＡＣの乖離の解消 
 

 ＡＢＣとＴＡＣを近づけるには、ＡＢＣの限界や精度を考慮し 
たＴＡＣ設定や運用が必要。 
 

〇小型魚の保護強化 

〇ＴＡＣ等資源管理を的確に遂行しうる体制の構築  スケトウダラの沿岸漁業は、漁場、漁具が実質的に固定さ
れており、厳格な資源管理（ＩＱ方式）の導入はなじまない。 

〇地域産業を存続させるため、スケトウダラのみに
依存しない産業構造の検討 

 資源に見合った漁獲努力量の削減には、減船、休漁、他
漁業への転換が必要。 

 経営安定対策は漁業共済と積立ぷらすがあるが、資源減
少傾向の中では、制度の目的を果たせておらず、新たな
対策が必要。 

 ＴＡＣは漁業者の経営状況も勘案して決定されてきた経緯
を踏まえ、新たな方針を打ち出す場合には、漁業経営の
安定化や、漁業の転換等に対する支援策が必要。 
 

 産卵親魚や、小型魚の保護対策が必要。 
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